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はじめに

奈良県営競輪は、昭和２５年５月に開設されて以来、３１８億７，４００万円余りを一

般会計に繰り出し、県財政に貢献をしてきた。しかし、レジャーの多様化や嗜好の変化か

ら、全国的に車券売上は平成３年度をピークに減少の一途をたどり、バブル経済崩壊後の

長引く不況の影響で、奈良競輪も平成１２年度に初めて赤字決算となった。

このため、平成１３年１１月に奈良県営競輪経営検討委員会を設置し、県営競輪事業の

経営健全化に向けて検討を行い、人件費や経費の削減や特別競輪の開催等の改善策に取り

組んだ。その結果、平成１４年度には黒字に転換し、平成１５年度から平成２０年度にか

けて累計約３億５，０００万円を一般会計へ繰り出すとともに、施設整備基金への積立も

約８億９，０００万円余を行ったところである。

しかし、全国的な車券売上減少の傾向は止まらず、平成２１年度に８年ぶりに再び赤字

となり、平成２２年度では単年度で１億９００万円の赤字を計上し、累積赤字が１億３，

０００万円あまりとなった。

その頃、国において制度改正の動きがみられたことから、平成２３年１１月、奈良県営

競輪検討委員会は「報告書」をまとめ、「国や関係団体における制度改正の行方や競輪事

業の収益構造の変化を見据えつつ、国のＪＫＡ交付金支払猶予特例制度活用の検討を行い、

経営改善期間を確保しながら、一層の売上確保や経費削減に努めたうえで、存続の可否を

改めて判断すべき」とする提言を行った。

平成２４年４月、ＪＫＡ交付金率の引き下げや車券払戻率の下限率の引き下げ等を内

容とする自転車競技法が改正され、一定の収支改善が期待されたものの、公営ギャンブ

ル人気の長期低落傾向や競輪場の老朽化に伴う施設改修の必要性等を勘案すると、累積

赤字の解消や将来にわたる収益確保、ひいては一般会計への操り出しは難しいとの判断

から、平成２４年９月、奈良競輪の将来のあり方等について検討を行うため、新たに学

識経験者等からなる「奈良県営競輪あり方検討委員会」を設置することとなった。

以降、これまで１３回にわたり委員会を開催しながら、競輪制度の改革状況、新たな

経営改善策や収支状況、老朽化した施設改修等について検証・検討を行うとともに、平

成２５年６月には、平成２６年度から平成２８年度まで民間業者による包括外部委託の

導入による経営改善に取り組む中間報告も行ってきた。

今回、平成２９年４月以降の競輪事業のあり方について報告を行うにあたり、改めて、

提言以降の競輪制度の改革状況、消費税引き上げによる影響、累積赤字の解消を含めた

収支状況、競輪場の有効活用等について議論を行ってきた。

今後、県におかれては、本報告書の主旨を十分に汲み取り、競輪事業について慎重に

対応されることを望むものである。

平成２８年３月

奈良県営競輪あり方検討委員会
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